
歳入金債権の発生額及び消滅額等の推移
（単位：百万円）
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161,516 66,142 100,698 10,225 0 90,472 - 175,961 60,819 118,053 7,254 － 110,798 －

※消滅額の項中「うち不納欠損額」は、歳入徴収官事務規程（昭和二十七年大蔵省令第百四十一号）第二十七条第一項各号に該当する金額の合計額であり、消滅額の内数。

管理対象債権額 消滅額

国土交通省　　（社会資本整備事業特別会計港湾勘定）

平成１９年度 平成２０年度

管理対象債権額 消滅額

【前年度以前発生分】
埠頭整備資金等貸付金債権　5,153
港湾事業資金収益回収償還時貸付金債権　2,099
【本年度発生分】
公共事業費地方負担金債権　83,138

前年度以前発生分 本年度発生分

前年度以前発
生未消滅債権
分

本年度発生分

前年度以前発生分 本年度発生分

前年度以前発
生未消滅債権
分

本年度発生分

合     計 95,373

備     考

【前年度以前発生分】
埠頭整備資金等貸付金債権　55,062
【本年度発生分】
公共事業費地方負担金債権　83,138

平成２１年度

管理対象債権額 消滅額

前年度以前発
生未消滅債権
分

本年度発生分

前年度以前発生分 本年度発生分

国の債権に係る情報の公表

115,141

【前年度以前発生分】
埠頭整備資金等貸付金債権　54,547
【本年度発生分】
公共事業費地方負担金債権　106,321

【前年度以前発生分】
埠頭整備資金等貸付金債権　5,125
港湾事業資金収益回収償還時貸付金債権　1,202
【本年度発生分】
公共事業費地方負担金債権　106,321

歳入金債権の年度末現在額の推移
（単位：百万円）
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(款) 償還金収入

(項) 償還金収入 - 4,638 - 55,705 - 60,344 - - － 4,332 － 53,351 － 57,683 － －

(目) 埠頭整備資金等貸付金債権 - 4,638 - 49,909 - 54,547 - - － 4,332 － 49,421 － 53,754 － －

(目) 港湾事業資金収益回収特別貸付金債権 - - - 3,190 - 3,190 - - － － － 2,526 － 2,526 － －

(目) 港湾事業資金収益回収償還時貸付金債権 - - - 2,605 - 2,605 - - － － － 1,403 － 1,403 － －

(款) 受託工事納付金収入

(項)

(目) 受託事業費債権 - 225 - - - 225 - - － － － － － － － －

(款) 雑収入

(項) 雑収入 2 34 3 207 6 241 - - 0 9 6 207 7 217 － －

(目) 物件使用料債権 - - - - - - - - 0 － － － 0 － － －

(目) 返納金債権 0 34 - - 0 34 - - － 9 0 － 0 9 － －
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合計

本年度発生債
権分

前年度以前発
生債権分

本年度発生債権分 前年度以前発生債権分 合計

本年度発生債
権分

前年度以前発
生債権分
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(目) 返納金債権 0 34 0 34 9 0 0 9

(目) 延滞金債権 - - - 4 - 4 - - － － － 4 － 4 － －

(目) 損害賠償金債権 2 - 3 202 6 202 - - 0 － 6 202 6 202 － －

(目) 利息債権 - - 0 - 0 - - - － － 0 － 0 － － －

2 4,898 3 55,912 6 60,811 - - 0 4,342 6 53,558 7 57,901 － －合     計

※１．計数はそれぞれ単位未満切り捨てによっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
　 ２．「特別会計に関する法律」附則第六十七条第一項第六号の規定により設置された港湾整備特別会計が廃止されたことに伴い、同法附則第二百四十四条第三項の規定により港湾整備特別会計の
    平成十九年度末における権利義務は、本特別会計の本勘定に帰属した。


